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5第 1章
序
1.1 本研究の目的
本研究は，都市における就業地および居住地の分布（以下，職住分布）の配置を，容量制約を付した
都市モデルにおいて収束解を導出する数理モデルを独自の方法で構築し，それを用いて都市モデル内の
コスト配分法や都市の発展を議論するものである．都市における最適な施設配置という問題は，建築計
画・都市計画を策定するにあたり大変重要な問題であり，とりわけ職住分布は都市を構成する要素とし
て基本的なものである．職住分布は各都市において様々な形態をとっており，その土地の環境に適した
地域社会が形成されていると考えられるため，職住分布を一括りにして記述することは困難を伴う．し
かしながら都市を構成する要素以上に，社会を構成する重要な要素であることもまた自明であり，都市
の発展を考えるにあたって，今一度深く議論する必要があると考えられる．
すでにわが国では少子高齢化社会に突入しており，すべての圏域で都市の人口減少が起きると推定
されている（国土交通省国土審議会政策部会長期展望委員会 2011）．三大都市圏に占める人口比率は
50%を超える一方，今後 35年で過疎化が進む地域の人口は 61%減少するとも言われており，持続可
能な地域発展の検討は今後ますます大きな課題となるであろう．このような諸問題を解決する一つの手
法として，都市のコンパクトシティ型への移行施策が検討されているが，既存の都市構造を大きく変化
させる手法には中長期的な視点を伴った計画が不可欠であり，変化させた場合における影響を多いに考
慮しなければならない．さらに既存の都市で生活を行っている人々に与える影響を考えると，極めて困
難であり，その手法の具体化が課題となっている．本研究で議論するモデルは，都市内の移動と集積に
よって求められるコストの配分法により職住分布が変化することに着目し，人口変動や都市の縮小化に
伴う収束的な職住形態を導出するものである．
本研究では，都市内の移動による移動コストと，都市内の集積（密度）から生じる不快度コスト，お
よび建物の規模によって定まる容量制約に着目する．従来の職住分布を求める移動コストの定式化は，
本質的には通勤移動コストのみを考慮したものであり，業務移動コストなどの施設相互作用コストを明
示的に考慮したものではない．そこでまず，都市内の移動コストとして業務移動コストを加えて考慮し
6た数理モデルを構築するとともに，そのモデルの含意を明確にする．次にこのモデルにおいて考えられ
ている建物ノード間のコストに加え，建物ノード自体が負担する不快度コストを付加した一般的な都市
のコストへと拡張する．建物ノード自体が負担するコストは容量制約に依存するコストであり，実空間
都市分析への応用を念頭に付した独自の理論である．
職住分布を導出するにあたって，都市内における総コストを最小化するモデルであるか，あるいは都
市内に住まう人々が負担するコストを等しくなるよう分配するのか，という都市のコストの配分法につ
いて議論する．前者はシステム最適配分と呼ばれ，システム（本研究では都市全体）のコストを最小化
するためのモデルであり，後者は利用者均衡配分と呼ばれ，利用者（本研究では都市内の人々）が負担
するコストを等しくするためのモデルである．都市計画を策定する上ではシステム最適化が望ましいも
のの，現実的には利用者が各々の利益に従って行動し利用者均衡状態に収束していると考えられるた
め，双方のモデルにおいて仮想都市モデルを用いた実証分析を行い，その差異をパラメータによって明
らかにする．
最後に，全国の実空間データを用いて都市分析へと展開し，本モデルの有用性を検証する．東京都特
別区や三大都市圏における職住形態に関する研究は盛んに行われているものの，地方都市における職住
分布配置に関する実証的研究は少ないのが現状であり，今後の都市構造の変化を記述する上でも地方都
市の職住分布の最適配置を導出することは非常に重要だと考えられる．各都市の実空間データによる現
状の職住分布形態を，利用者均衡配分モデルを用いて業務移動コストや不快度コストのパラメータを推
定し，そのパラメータをもってシステム最適配分法による最適配置を導出した上で，都市間の比較・分
析を試みる．その上で，現状を表していると推察されるパラメータを変動させることにより，都市の安
定性や変動を記述する．
本研究で構築する数理モデルは職住分布のみに適応されるものではなく，関係性が生じる施設間の配
置問題一般について応用が可能であり，緊急性が高く相互連携が必要な主要公共施設などにも拡張が可
能である．例として，警察・消防・病院といった施設を配置する際に，施設間の移動コストや利用者間
によるコスト負担の大小を軽減することが追求でき，また建物内の配置問題に関しても効果を発揮する
と考えられ，都市空間の施設配置問題への寄与が大きいと考えられる．
71.2 本研究の概要
本論文は第 I部：序論，第 II部：仮想都市モデルを用いた実証分析，第 III部：実空間データを用い
た実証分析の 3部，全 7章により構成される．以下に各章の概要を記述し，最後に本論の構成と流れを
示す（図 1.1）．
　
第 1章：
本研究の目的と背景および概要を述べ，位置づけを明確にした上で，本論で頻出する用語と記法
についてまとめている．
第 2章：
職住分布を導出するための既往の研究の中で，本論文と関係が深い既往研究を三つに大別して記
述している．第一は職住分布配置に関する研究であり，施設配置問題と空間相互作用モデルの系
譜について述べている．第二は都市内のコスト配分法に関する研究であり，システム最適配分と
利用者均衡配分について記述し，その定式化と特徴を明らかにしている．第三は距離の導出を中
心に概観する．
第 3章：
容量制約を付した都市モデルにおいて業務移動を考慮した移動コストを独自の方法で構築してい
る．「都市モデルにおける総移動コストを最小化する」というシステム最適配分の原則に基づき，
ある都市モデルにおける移動コストを算出可能な数理モデルを構築する．移動コストをモデル化
する際に，定数ベクトル，変数ベクトル，正方行列を用いて 2次計画問題へと帰着させるが，導
入する正方行列には距離行列が含まれているため，一般的に半正定値性をみたさず非凸 2次計画
問題になることを記述する．非凸型では最適解が複数存在すると考えられるため，線形緩和法を
用いて非凸型を凸型へと緩和し，線型計画問題へ応用可能であることを明らかにする．数値解析
例として線形都市および平面都市における職住分布の最適配置を導出している．また，都市人口
と業務移動頻度のパラメータの設定により，都市の広がりや発展が記述出来ることを明らかにし
ている．
第 4章：
第 3章において建物ノード間の移動コストの定式化が可能となったが，都市モデルを発展させ，
容量制約により建物ノード自体がもつコストを考慮した新しい都市モデルを構築する．システム
最適配分の原則には従ったまま，建物ノードが包含する人口によって不快度コストが算出される
概念を導入し，建物ノード間の距離によって導出されていたコストに密度によって導出されるコ
8ストを付加することで，多様なコストの導入が可能となるモデルの一般型を導出する．不快度コ
ストは就業・居住密度から導出されるが，建物ノードが持つ独自のコストであるため，選択可能
なコストとして定義され，ここで導出される結果は第 5章における利用者均衡配分によるモデル
構築とその分析に供されている．
第 5章：
都市内の人々はシステム最適化を考えることなく，各々が負担するコストを低減するよう職住地
を選択すると考えられるため，その職住分布配置を利用者均衡配分に基づいて導出する．第 4章
で構築した移動コストと不快度コストを考慮した都市モデルにおいて，それらを均衡配分する数
理モデルを提案し，これまで導出されてこなかった容量制約付き職住分布の均衡配置をモデル化
する．コストの均衡配分とは，都市モデルにおける人々がそれぞれ負担するコストをみな等しく
なるよう配分する概念であり，各建物ノードの容量に達した場合にはペナルティコストを与える
ことにより，職住分布は均衡状態に落ち着くことが予想される．与える条件から均衡条件式，容
量制限式，ペナルティコストに関する条件式などの条件式が導かれるが，Karush-Kuhn-Tucker
条件を援用することで数理計画問題と等価になることを明らかにする．数理計画問題の求解にあ
たっては線型計画問題を緩和することで解の導出を行っているが，容量制約に関する条件式を明
示的に付与した双対問題を与え，そのラグランジュ乗数値を求めることで職住分布の均衡配置を
導出し，パラメータの特性を明らかにしている．
第 6章：
第 5章で構築した数理モデルを用いて現状の都市の職住形態を再現するパラメータを推定し，そ
のパラメータを用いて各都市の最適配置を導出している．第 4章および第 5章の配分法を用いる
ことで，利用者と都市全体の双方の最適化を行うことが可能となり，また各都市間で導出された
パラメータからその特性を記述することが可能となる．現実の 10都市において，就業地・居住
地の総延床面積から容量制約を決定し，領域間の統合においては領域間距離と領域内の円盤上の
距離分布を導出して分析を行っている．利用者均衡配分モデルから移動頻度や不快度パラメータ
を推定し，パラメータの散布図や三角座標による都市の大局的構造を捉え，さらに各都市におけ
る総コスト分析を行うことにより，都市の規模や人口と，移動頻度や不快度コストがどのような
関係にあるかを実証分析を通じて明らかにしている．また，パラメータを変動させることで今後
の都市の動態を予測し，今後の都市のあり方について考察している．
第 7章：
本研究の成果をまとめ，今後の課題と展望について記述する．
9図 1.1 本論の構成と流れ
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1.3 本研究の位置づけ
従来の職住分布の導出は，人口流動によって都市の立地が形成されるという概念に立脚し，主に空間
相互作用モデルの各種によって人口分布を導出する一連の手法が Harris & Wilson (1978)のバランス・
メカニズムをはじめとして数多く提案されている．また，職住配置問題における移動コストを最小化す
る試みは，Hamilton (1982, 1989)による通勤移動コストの最小化問題に端を発し，就業地の集中や分
散の度合いが求められてはいるものの，それらは繰り返し計算を伴うものであり，一度の計算によって
収束解が求められるモデルではない．そこで本研究では職住分布を数理計画問題として帰着させ独自の
手法によって理論づけを行うことで，バランス・メカニズムとは対極の，解の厳密さを追求した職住分
布の導出手法を新たに提案している．これにより，漸化式を導入することによって逐次的に最適解を追
求した既往の研究とは異なり，一度の計算によって適解を追求した職住形態を導出することが可能で
ある．
また，都市内の移動を考えるにあたっては，通勤移動のみならず就業地間の結びつきを明示的に考慮
することが必須であると考えられる．このアイディアを導入した職住分布の最適配置問題も大津・腰塚
（1999）や本間・栗田（2004）らによって部分的には研究されてはいるものの，平均距離理論や数値シ
ミュレーションなどによって簡便化が図られているのが現状である．Hamiltonモデルの自然な拡張と
して，就業地間の業務移動を同時に考慮した明解な数理モデルがあって然るべきであり，本研究では業
務移動コストを 2次形式として定式化を行い，その求解を試みている．
通勤移動や業務移動を考慮した都市モデルは，ノード間に発生するコストを条件式として与えること
でその解を導出するが，ノード自体がもつコストを考慮することで都市モデルにおいて本質的に性質の
異なる 2種類のコストを考慮することが可能となる．そこで本研究ではノードにおける集積，すなわち
混雑度を不快度コストと定義し，都市モデルに組込む手法を提案する．都市モデルにおけるノードに容
量制約を付することで，各ノードに包含される人々の上限を設定し，その密度から不快度コストが算出
できると同時に，モデルを都市分析に展開する際にもランダムに職住形態を導きだすのではなく，既存
の建物群を所与のものとして扱うことが可能なモデルとなる．
何を基準に職住分布を導出するかという，都市内のコスト配分法について触れておきたい．都市内に
おける人やものの流動（移動），対流（集積）をコストと見なして職住分布を導出する必要性は上述し
た．そこで，交通ネットワークフローに関するWardrop (1952) の 2 つの配分原則を本研究では用い
て，職住分布の最適配置問題および均衡配置問題を取り扱う．具体的には「利用される経路の移動時間
は皆等しく，利用されない経路の旅行時間よりも小さいか，せいぜい等しい」と表現される第 1原則：
利用者均衡配分（UE: User Equilibrium assignment）モデルと，「道路網上の総旅行時間が最小とな
る」と表現される第 2 原則：システム最適配分（SO: System Optimum assignment）モデルである．
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移動コストの最小化問題は，都市モデルの総移動コストを最小化するため，SOモデルを主として研究
されているが，都市内の移動を本質的に考慮すると，人々は各々の意志に従って移動すると考えるのが
自然であり，現状の都市の職住分布形成もまた，人々の自由な意思決定によるものだと考えられる．そ
のため，本研究では SOモデル，UEモデルの両モデルによる職住分布の導出手法をモデル化すること
を試みており，UEモデルを導入することで，都市内のコストに組込んだ不快度コストの本質的な議論
が可能になると考えられる．
最後に実空間データを用いた実証分析の対象地について述べる．本研究では第 3 章から第 5 章にお
いて SOモデル，UEモデルを 2次計画問題として定式化を行い，仮想都市モデルにおいて実証分析を
行っているが，第 6章において国内 10都市における均衡・最適配置を導出し，職住形態について分析
を行っている．都市の人口データを用いて実証的に研究を行っている例は散見されるが，それは主に東
京都特別区や三大都市圏に属する大都市が主であり，三大都市圏以外の都市の実証分析例は少ない．し
かしながら，今日，人口減少や高齢化による移動形態が変化する中で職住形態を導出するモデルを構築
する意義は，今後必ず訪れるであろう都市の再構築時に，職住形態の新たな指標となる評価手法を提案
することであり，持続可能な地域発展の姿を描くことである．そのために様々な都市における職住形態
を分析することは必要不可欠であろう．さらに言えば本研究で提案するモデルは変数を変化させること
で，モデルの安定性のみならず，今後の都市が変化した際の収束解を導きだすことも可能である．移動
形態や都市環境が変化する中で，現状の職住分布の再現と時間変化を追いかける手法としても有効なモ
デルを構築した点も，本研究独自の提案である．
　
実空間の諸データを分析することに止まらず，都市内の移動や集積の本質的な意味を議論しながら職
住形態を導出することは，数値解析による最適配置を導出するだけでなく，今後の都市計画における施
策低減や持続可能な地域発展に有用な知見をもたらすものと考えられる．
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1.4 本研究で用いる用語と記法
本研究で用いる用語の定義，頻出する変数を以下にまとめる．
都市モデル
就業地と居住地から構成される職住形態のモデルであり，都市内の人口は定数とする．
移動コスト
都市内における移動からなるコストであり，通勤移動と業務移動に大別される．移動コストは移動人
数 ×移動距離から算出される．
不快度コスト
都市内における集積からなるコストであり，容量制約に達した場合に最大となるコストをとる．ノー
ド間に発生する移動コストとは性質を異とし，ノード自体に発生するコストである．
ペナルティコスト
第 5章で用いるコストであり，各ノードにおいて内省的に発生するコストである．利用者均衡配分モ
デルにおいて容量制約まで達した場合に，不快度コストに加えてペナルティコストを導入する．
容量制約
都市モデル内に分布する任意の建物ノードには包含される人の上限を設定し，これを容量制約と定義
する．数理モデルの提案においては容量制約を任意に定めて定式化を行い，実空間データに基づく分
析においては延床面積から容量制約を設定する．
都市モデルにおける変数・添字
i, w：就業地における添字
j, h：居住地における添字
T：都市モデル内の人口
wi：ノード iにおける就業人数
Wi：ノード iにおける容量制約
hj：ノード j における居住人数
Hj：ノード j における容量制約
thij：i− j 間の通勤移動人数
dhij：i− j 間の通勤移動距離
dwii′：i− i′ 間の業務移動距離
α：業務移動頻度
β：不快度パラメータ
　第 2章　既往研究　　　　　　　
　
2.1　職住分布配置に関する研究　　　　
2.2　都市内のコスト配分法に関する研究
2.3　距離の算出に関する研究　　　　　
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第 2章
既往研究
2.1 職住分布配置に関する研究
2.1.1 本研究と既往研究との差異
本研究は職住分布配置を導出するための手法として 2次計画問題に帰着させ，その解を一度の計算に
よって求める都市モデルを構築している．職住分布という古典的な題目は多くの既往研究がなされてい
るが，その手法は繰り返し計算によって求められるものであり，かつ職住間の移動コストのみが考慮さ
れたものである．就業形態が変化した現在では就業地間の移動が重要なコストであるにもかかわらず考
慮されてこなかった背景には，就業地間移動コストを 2次項として考慮した場合の 2次計画問題として
最適解を導出する解法が存在しなかったことが挙げられる．本研究では就業地間移動コストを考慮した
場合のコスト最小化問題が非凸 2次計画問題となった場合においても，線形緩和法を援用することで解
が導出可能なモデルを構築し，また繰り返し計算を伴わないことで計算機にかかる負荷や計算時間を減
少することができる有用な手法が提案できるものと考えられる．
以下に，職住分布配置に関する既往研究を概観する．
2.1.2 古典立地論と施設配置問題
都市の動態あるいはそれと関連する施設配置問題は，古くは紀元前まで遡り，王族の墓や古墳の配置
問題から始まり，中世においては城郭や教会の配置，近世に入っては為政者による国家，都市，地域計
画の策定と古来より連綿に渡る長い研究の歴史がある．近代に入っては英国で起こった産業革命を背景
に社会構造が変革する中で，Von Thu¨nen (1826)の『孤立国』を主に起源とし，Weber (1909)の『工
業立地論』，Christaller (1933)の『都市と立地の発展』と Lo¨sch (1940)の『レッシュ経済立地論』にお
ける中心地論など，経済地理学・空間地理学の分野で発展を遂げてきた．これらは大量生産される製品
をいかに安く輸送し，利潤をもたらすかという移動コストの最小化問題の起源であり，農場主でもあっ
た Von Thu¨nenは農地利用の理想形態として，土地利用代を生産量と輸送費に着目し，都市の中心には
輸送費が高いものが集中し，生産物に対して輸送費が小さいものが郊外で生産する形態が理想的である
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と結論づけた．土地代を L，生産量を Y，生産物の価格を p，生産物の生産費を c，生産地からの輸送
費を F，生産地からの距離を dとすると，Von Thu¨nenの土地代モデルは次のように書き表される：
L = Y (p− c)− Y Fd. (2.1)
また，Weber は Varignon フレーム[1]と類似したモデルを応用して，工業地において原料とそれか
ら生じる製品の輸送運賃および製造施設から，工場の最適配置を導出するアルゴリズムを組み立て
ている．『工業立地論』に所収されている Pick による数学的付録（Mathematischer Anhang）には，
「A1, A2, A3 からなる 3地点が与えられ，A1 が原料供給地，A2 が動力原料供給地，A3 が消費地とす
る．xの原料と y の動力原料から z の生産物を作る工場地点 P を与えたとき，輸送費 Rは，
R = xA1P + yA2P + zA3P (2.2)
で求められる．ではどこに P を配置すれば輸送費 R を最小にできるか」という数理モデルを提案し，
都市の幾何学的側面から施設配置問題に取り組んでいる（図 2.1）．
P
A1
A2 A3
a1
a1
a2
a2
a3 a3
α1
α2
α3
β1 β2
β3
γ1
γ2
γ3
図 2.1 Weberの工場最適配置モデル
Von Thu¨nenやWeberが提案したモデルは，連続平面上の自由な空間における配置問題であったが，
都市が明らかな規則をともなって成立することを証明することを目的に，Christaller は都市を規模に
よって分類した上でその規模分布を理論的に記述した．Christallerや Lo¨schが中心地論で組み立てよ
うとしたことは，経済地域の経済現象の理論であり，供給原理を主とした供給原理（補給原則），交通原
理（交通原則），行政原理（行政原則）を基礎として都市の原理が説明付けられている．その中でも最も
重要な原理は供給原理であり，供給される財の到達範囲や中心地の規模によって，空間構造が数学的に
求められることを記述している．
上述した古典立地論以降，施設の最適配置問題は大きく 2つの流れとなって現在に至っている．一つ
は Christallerや Lo¨schの流れを汲み，経済学的観点から最適施設配置を導出する都市経済であり，立
[1] 最適配置を導出するために重りと滑車を用いた装置であり，生産地を特定するなどのために用いられた．
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図 2.2 Christallerと Lo¨schの中心地論の概念図
地理論（Location Theory）として多くの研究がなされている．もう一つはオペレーションズ・リサー
チの分野における立地最適化（Locational Optimization）の研究である．二つの研究は相互的な関連
はあるものの，研究の焦点が少なからず異なり，立地理論ではおもに連続平面における施設全体での均
衡配置や最適配置の導出が主な目的であるのに対し，立地最適化では離散的空間（ネットワーク上）で
の部分的な最適配置を導出することを主な目的とする．本研究は立地最適化の系譜に属するものの，平
面的な施設全体での均衡配置や最適配置を導出する研究である．数理的手法を用いて複雑な施設配置問
題に取り組む際には，施設配置問題の要因関係を抽象化し数学的関係式で記述するが，抽象化を行うに
あたり要因数や単純化が必ずしも問題の本質を歪ませるとは限らない．かえって抽象化，単純化を行う
ことによって問題の本質を明らかにすることがあり，本研究でも単純化によって後述するパラメータの
性質を明らかにしている．
現代における施設配置問題について，その概観を記述したい，古典立地論を基に，幾何学を用いて平
面上における領域分割や施設配置を行った研究として，藤井（1983），宇野（1983），鈴木（1987），岡部・
鈴木 (1992)，今井 (2010)などが挙げられる．これらは主に Voronoi図とその双対である Delaunay図
を用いた施設配置問題であり，Voronoi図の諸性質を利用して様々な問題を解いている．Voronoi図の
一般的な定義は次の例の通りである．いま，ある鉄道沿線付近に人々が居住するモデルを与え，駅勢
圏を Voronoi図を用いて考える．ノード pに居住する人の最寄りの駅を pi とすると，p− pi 間の距離
d(p, pi)は他の駅 p1, p2, · · · , pn（ただし piを除く）との距離よりも短い領域が pi における Voronoi図に
よる駅勢圏となる．これは，
d(p, pi) ≤ d(p, pj) (1 ! j ! n, j ̸= i) (2.3)
と表される．式 (2.3)の条件をみたすノードの集まりを V (pi)とすると，V (pi)に対応する領域が駅勢
圏である．したがって Voronoi領域は，
V (pi) = {p | d(p, pi) ≤ d(p, pj), (1 ! j ! n, j ̸= i)} (2.4)
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である．Voronoi図は式 (2.4)で表される領域の集合からなる全体の幾何学図形であるから，
Vn = {V1, V2, · · · , Vn} (2.5)
となる．式 (2.4)からなる Voronoi図には多くの性質が知られており，平均距離を細小にする施設配置
問題，利用者の制限領域を最小化する施設配置問題，最短 Steiner問題，Hub-Location問題などへの発
展を遂げている．これらの研究は条件が固定された制約下のもとでの理論であり，都市を静的なものと
見なした上で領域や距離によって施設配置問題を解く手法である．一方，都市内の人やものの流動に着
目した数理モデルを構築したのが Alonso (1964)である．Alonsoは『立地と土地利用』をもって都市
化が発達した地域の人口流動に焦点をあて，人口移動と人口分布を結びつけた数理モデルの開発を行っ
た．それまでの農地の地代のみに焦点をあてた研究を都市へと発展させ，都市の領域サイズ，収入，利
益，その他のコストなどを考慮したモデルを構築し，立地と居住密度などから土地代と人口分布が導出
できるという理論である．これまで供給される財が都市に集中するという概念から，Von Thu¨nenの理
論を展開させ人口流動によって都市の立地が形成される Alonsoモデルを作成したことで，施設配置問
題は何を基準に配置されるかという飛躍を遂げることになる．都市内の流動を取り扱ったモデルは空間
相互作用モデルの各種の研究へと引き継がれる．
2.1.3 空間相互作用モデル族
2.1.3.1 空間相互作用モデル
空間相互作用モデルとは，ある領域をもった地域の集合の中で，任意の 2点間に生じる様々な流動現
象を記述するモデルであり，流動現象にはものの流れをはじめ，人，物資，情報，財など様々なものが
挙げられる．空間相互作用（Spatial Interaction）は地理学の有効性を記述するために Ullman (1954)
によって初めて用いられ，重力モデル（Gravity Model），エントロピー最大化モデル，Alonsoモデル，
介在機会モデルなど種々のモデルが開発されている．本研究では業務移動コストを導出するにあたり，
その中でも特に代表的な重力モデルを用いて 2 点間の人の流れに説明を与えている．ここでは主に空
間相互作用モデル族の系譜と離散選択モデル，ローリーモデル，その中でも代表的な Harris & Wilson
(1978)のバランス・メカニズムについて紹介し，本研究の系譜を明確にする（杉浦 2003）．
2.1.3.2 重力モデル
Ullman によって提唱された取引に関する重力モデルは，相互補完（Complementarity），介入機会
（Intervening Opportunities），商品の移動可能性（Transferability of Commodities）の 3現象に基礎
をおいており，以下のように記述される：
Ii,j =
pipj
dβi,j
. (2.6)
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ただし，I は i− j 間の取引量，pi は iにおける人口，di,j は i− j 間の距離，β は抵抗ファクタである．
これを本研究の就業地における建物間の人の移動としてとらえると，I は業務移動人数，pi はある就業
建物ノードにおける人数と置き換えられ，業務移動コストを重力モデルを用いて記述することが可能で
ある．このアイディアを基にして，空間相互作用に関する研究では，Ri を発生ゾーン iにおける放出性
の尺度，Sj を目的ゾーン j における吸収性の尺度，cij を発生ゾーン iから目的ゾーン j への移動頻度
と定義したとき，移動人数 tij を，
tij = f(Ri, Sj , cij)
= κ
RiSj
c2ij
(2.7)
として推定することが試みられた．放出性の尺度 Ri，吸収性の尺度 Sj は，具体的には都市内における
通勤移動を考えた場合には，Ri を人口，Sj を就業地の建物数として与えるとよい．しかしながら，式
(2.7)で与えた移動人数は，Ri，Sj が正比例し，cij の 2乗に反比例するという式であり，重力モデル
を直接引用したものにすぎず，何よりも都市モデルにおける移動の種類によって，tij を定義する際には
Ri，Sj，cij の寄与する程度は異なると考えた方が自然である．その考え方に適応するモデルも以下の
ように提案されている：
tij = κR
α1
i S
α2
j c
γ
ij . (2.8)
このとき，α1，α2，γ は基本的には正定数の寄与の程度を表すパラメータである．式 (2.8)は Newton
の重力法則のアナロジーを用いた極めて単純な定式化ではあるが，実空間の流動に対してより良好な再
現性を持っていることが数多くの実証研究によって示されている（石川 1988）．
これに対して，1960 年代に入り，個人の行動原理をもとに確率論的に重力モデルを誘導した Huﬀ
(1963)や Harris (1964)などのように重力モデルに理論的根拠を与えようとする研究がみられる．例え
ば Huﬀモデルでは，消費者がある購買地で買物をする確率を求めるモデルであり，購買地の規模や購
買地までの距離をもとに吸引率などを算出できるモデルである．そのような研究の中で，統計力学のエ
ントロピー概念を援用して重力モデルを導出したWilson (1967)のエントロピー最大化モデルは，空間
相互作用モデルの研究に最も大きな影響を与えるものである．ここではその中でエントロピー最大化モ
デル族と離散的選択モデルおよびローリーモデルを紹介するが，これらの研究はあくまで逐次的にその
解を導出するモデルであることに注意されたい．
2.1.3.3 エントロピー最大化モデル
Wilsonのエントロピー最大化モデルとは統計力学・物理学の視点から，ある条件下で起こりうる対
象のすべての組み合わせの中で最も起こりうる確率が高いものが現実にもおきる，という考えに基づい
ている．その意味で，上述した空間相互作用に基づけば，マクロ・スケールの状態を制約条件とし，ミ
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クロ・スケールの状態のエントロピーが最大になる，メソ・スケールの状態を導出しようとするもので
ある．あるメソ・スケールの状態 Tij でのエントロピーW (Tij)は，次式のように定義される：
W (Tij) :=
T !
ΠijTij
. (2.9)
Wilsonはマクロ・スケールの状態での制約条件の組み合わせから，4つのエントロピー最大化モデル族
（総流動制約型モデル，発生制約型モデル，吸収制約型モデル，発生・吸収制約型モデル）を提案してい
る．以下において概観するがそれぞれ用いる用語の記法は次の通りである：ゾーン i, j 間の観察される
流動量 Tij，予測される流動量 Tˆij，ゾーン i, j 間の距離 dij，発地 iの放出性 vi，着地 j の吸収性 wj，
ゾーン i, j の移動コスト cij，総移動コスト C．距離関数 f(dij)に関しては一般的に，距離パラメータ
を β とするパワー関数 dβij や指数関数 exp[−βcij ]を用いる．流動量とは人やもの，物資や情報などを
含んでいる．
　
■総流動制約型モデル
総流動制約型モデルは，総流動量のみが所与として与えられる場合のモデルであり，総流動量 T と予
測される流動量 Tˆ (=∑ij Tˆij)が一致するものである：∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
制約条件：
∑
ij
Tij =
∑
ij
Tˆij
C =
I∑
i=1
J∑
j=1
tijcij
総流動制約型モデル： Tˆij = κvγi wαj exp[−βcij ]
(2.10)
式 (2.10)における κは制約条件をみたすための調整項であり，次のように定義される：
κ :=
∑
ij Tˆij∑
ij v
γ
i w
α
j exp[−βcij ]
. (2.11)
このとき，パラメータ γ,αに関しては正の値（0.5～2.0程度）を，距離パラメータ β は負の値（−0.5
～− 2.0程度）をとることが知られている．
■発生制約型モデル
発地における発生量 Oi が既知として与えられている場合において，その発生量がどの着地に吸収さ
れるかをモデル化したものが発生制約型モデルである．総流動量は各発地における発生量の総和と一致
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することから，観察される流動量と予測される流動量の総和も一致することとなる：∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
制約条件： Oi =
∑
j
Tij =
∑
j
Tˆij
C =
I∑
i=1
J∑
j=1
tijcij
発生制約型モデル： Tˆij = AiOiwαj exp[−βcij ]
(2.12)
ただし，Ai は発地 iの均衡因子である．均衡因子は式 (2.12)の制約条件をみたすための因子であるが，
発地 iの着地 j に対する近接性とみなすことが可能である．つまり，均衡因子の値が大きい発地は近接
性が高く，逆に均衡因子の値が小さい発地は近接性が低い．発生制約型モデルは小売店鋪の販売額予測
に有効なモデルであり，居住地の購買に対する可処分所得の統計を推計することなどに用いられる．
■吸収制約型モデル
発生制約型モデルは，着地の吸収量 Dj が既知であり，どの発地からの流入かが分からない場合のモ
デルのことである： ∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
制約条件： Dj =
∑
i
Tij =
∑
i
Tˆij
C =
I∑
i=1
J∑
j=1
tijcij
吸収制約型モデル： Tˆij = vγi BjDj exp[−βcij ]
(2.13)
ただし，Bj は着地 j の均衡因子である．この均衡因子 Bj は Ai と同様に近接性を表す因子であり．均
衡因子の値が大きい発地は近接性が高く，逆に均衡因子の値が小さい発地は近接性が低い．吸収性役型
モデルは，都市モデル内に新たな就業地を建設する場合に就業者の居留立地モデルを予測するなどに有
効なモデルである．発地を居住地に，着地を就業地とした場合には，就業地の就業者数は一定であるた
め居住地の居住環境や距離によって居住地を配分するモデルとなる．
■発生・吸収制約型モデル
発地の発生量 Oi と着地の吸収量 Dj が既知の場合を発生・吸収制約型モデルといい，二重制約型モ
デルとも呼ばれる．このモデルは発生制約と吸収制約の 2つの条件式を同時にみたすものであり，次の
ように書き表される：∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
制約条件： Oj =
∑
j
Tij =
∑
j
Tˆij
Dj =
∑
i
Tij =
∑
i
Tˆij
C =
I∑
i=1
J∑
j=1
tijcij
発生・吸収制約型モデル： Tˆij = AiOiBjDj exp[−βcij ]
(2.14)
このとき，均衡因子 Ai と Bj がそれぞれの定義式に含まれていることから，その解の導出には繰り返
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し計算を伴ってそれぞれの値を収束させることになる．
2.1.3.4 離散選択モデル
Wilsonのエントロピー最大化モデルの意義は，重力モデルに対して理論的根拠を与えたことにある
が，万有引力のアナロジーを統計力学・物理学のアナロジーに置き換えただけであるといった批判もあ
る．つまりエントロピー最大化モデルには個人の意思決定が組込まれていないという批判である．この
問題に対して 1970年代に入ってから個人の意志決定を組み込んだ空間相互作用モデルの定式化を行う
試みが行われ，その一つが離散選択モデル（Discrete Choice Model）である．
いま，発地 iから着地 j に移動する場合を考えてみる．このとき移動者はすべての着地に対する情報
を持っており，最大の効用を得る着地を選択するものと仮定すると，得られる効用 Uij は測定可能な要
素 Vij と測定出来ない要素 µij から構成されるものと考えられる．仮にすべての着地に対しての効用
Uij が測定可能であれば，移動者がどの着地を選択するかは精緻に決めることが可能である．ここで，
N 個の選択肢の中から着地 k を選択する場合の確率 pik は次式の通りとなる：
pik = Prob[ Uik > Uij (∀ j ∈ N, j ̸= k) ], (2.15)
pik = Prob[ µij < Vik − Vij + µik (∀ j ∈ N, j ̸= k) ]. (2.16)
ここで，µij と µik が独立しているものとして，同一の Gumbel分布[2]に従うと仮定すると，離散選択
モデル（多項ロジット・モデル）が導出される：
pik =
exp[Vik]∑
j exp[Vij ]
. (2.17)
式 (2.17)が示すことは，上述した発生制約型モデルと基本的には同型をとるということである．例えば
買物行動を想定した場合，着地である商業地の選択から得られる効用を商業地の属性の関数とするなら
ば，商業地の魅力度と商業地までの距離を測定可能な効用とみなすことができる．
2.1.3.5 ローリーモデル
ローリーモデル（Rowley Model）とは，就業地の拡大によって雇用が促進され，その結果居住者が
増加し，それを受けて就業者も増加するという，一連の繰り返しによる都市の均衡解を導出するモデ
ル[3]であり，就業地を中心就業地 B とし，中心就業地の拡大によって増加する n種類の任意の地域就
[2] 極値分布のタイプ I 型であり，極値分布の一般系である F (x;α,β, γ) = exp
[
−
[
1 + γ
(
x− α
β
)]−1/γ]
において，
γ =
1
n
, α = 0, β = 1 としたうえで n → ∞ とすると得られる分布関数である．このとき，累積分布関数は F (x) =
exp
[
− exp
[
−
(
x− α
β
)]]
となり，確率密度関数は f(x) = 1
β
exp
[
−
(
x− α
β
)]
exp
[
− exp
[
−
(
x− α
β
)]]
とな
る．
[3] 一連の繰り返しは計算であって，繰り返しによる都市の発展ではないことに注意する必要がある．
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業地を k とすると，ローリーモデルにおける基本的な関係式は，
T = α · E (2.18)
である．このとき，T は人口であり，E は都市モデルにおける総就業者数である．これらから，
Ek = βk · T (2.19)
が定式化される．総就業者数 T は，中心就業地 EB の就業者数と地域就業地の就業者の総和であるこ
とから，
E = EB +
n∑
k=1
Ek (2.20)
が導かれる．これらを漸化式として逐次的に計算すると，E, T についての一般式が得られる：
E(s) =
{
1 + (αβ) + (αβ)2 + · · ·+ (αβ)s}EB , (2.21)
T (s) = αE(s) = α
{
1 + (αβ) + (αβ)2 + · · ·+ (αβ)s}EB . (2.22)
式 (2.21), (2.22)において s→∞とすると，
E(∞) = 1
1− αβE
B , (2.23)
T (∞) = α
1− αβE
B (2.24)
が得られ，総就業者数，人口ともに一定値に近づくことが明らかとなる．
2.1.3.6 バランス・メカニズム
繰り返し計算を伴う施設配置の研究では主にバランス・メカニズム理論に基づいて理論が構築されて
いる．バランス・メカニズムは Harris & Wilsonによって提唱された概念であり，商業発展のダイナミ
クスを取り込んだ理論である（岡部・鈴木 1992）．バランス・メカニズムは利益が大きければ商業は発
展し，そうでない場合は衰退するという資本主義の経済原理を合理的にモデル化したものであり，商業
店舗の魅力度が売り上げを決定する要因であり，また売り上げが魅力度を決定するといった相互補完を
明示的に取り込んだモデルである．例として本研究における職住形態を導出するモデルとすると，消費
流動は移動人数と等価であると考えられる．Harris & Wilsonは移動がエントロピー最大化モデルに従
うと仮定しており，居住地のノード j における人口を hj とし，就業地のノード iの規模をWi，魅力度
を g(Wi)，ノード j からノード iの移動コストを f(cij)とすると，移動人数 Fij は，
Fij = Ajhjg(Wi)f(cij) (2.25)
